
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

生活文化課長
菅原　信

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

生活文化課長
菅原　信

96

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 98

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

97

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

生活文化課長
菅原　信

86

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

総務課長
浦山　和人

84

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 85

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

84

02-01-03

生活文化課
市民相談・施設係

人権身の上相談事
業

根拠
法令
等

制度改正の
余地がある 　業務フローに改

善の余地がある
29年度の方向性 現状維持

人権擁護委員法

14 237

互いに尊重しあえる意識の醸成

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために 02-01施策番号・名 02 平和と基本的人権の尊重

目標達成率

説明：人権啓発事業として「人権週間市
民のつどい」と題し、生活文化課と指導
室とで共同実施している。

総合評価（課題・方向性）：人権啓発
事業の一環として東京都人権啓発市町
村補助金を活用し実施。「人権週間市
民のつどい」では、人権をテーマとし
た作文、ポスター、標語等の作品を児
童生徒から募集し、表彰、発表してい
る。また人権の花運動では、市内の９
小、１０小で実施した。今後において
も児童、生徒に人権尊重の啓発を行う
とともに、広く一般的に意識の啓発を
行っていくこととする。

人権啓発事業

02-01-01

生活文化課
市民相談・施設係

02-01-02

生活文化課
市民相談・施設係

法律相談事業

943

149,600

効率性 5

現状維持

東久留米市市民総合相談事務取扱要綱

338 1,852 1,852

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

総合評価（課題・方向性）：法務大臣
から委嘱された人権擁護委員6名が、
人権侵害等に関する問題を当事者の利
害・主張の調整を行い、問題事案の解
決を図るための相談事業を実施してい
る。また、毎年6月の人権擁護委員の
日には、特設相談事業を市民プラザで
実施している。今後についても引き続
き業務継続していく。

事業
内容
・

活動
手段

相談が役
に立った
相談者数
／相談件
数(％)

該当

上乗せ 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：回数の増減等は無かった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

238 275
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

513 36,643

人権擁護委員による人権身の
上相談

人権が侵害されている市民

市民が悩んでいる人権問題に
ついて、人権擁護委員が助言
等を行ない問題解決の糸口と
していただく。

237 268 505 36,071

　

横出し

14 240 240 265 505 36,071

効率性 3

説明：人権擁護委員法に則った相談事業
である。

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

相談回数
(回)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

補助
金

354 1,880

47,150

2,992

参加校／
市内小中
学校
（％）

802

578 2,430 7,189

相談が役
に立った
相談者数
／相談件
数(％)

1,929

1,880 592

1,157

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性

571 2,500 7,003

効率性 3 達成度 　

説明：法律相談に係る経費として、市場
価格や他自治体との比較から妥当であ
る。

説明：市内在住、在勤、在学の方々に対
し、広報等で実施を周知している。公平
性の観点から業務フローの改善に余地は
ないと考える。

総合評価（課題・方向性）：：相談事
業の実施を通じて、市民が生活上直面
しているニーズや、地域の現状及び課
題の把握ができるため、これらを市政
運営につなげていくことができ、市政
運営上の必要性は高い。市民ニーズの
高い事業であるので平成28年度より月
4回の実施を通年化することとした。
今後についても引き続き業務継続して
いく。

2,472 6,983

補助
金

法律問題で悩んでいる市民

法律問題で悩んでいる市民
が、弁護士の助言・指導によ
り問題解決の糸口としていた
だく。

弁護士による法律相談

財政健全経営計画
実行プラン

対象

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

外部評価

254 1,835

達成度 　

説明：平成26年度は担当市として多摩東
人権啓発活動地域ネットワーク事業を実
施したため、コストが前年と比較して極
端に減少している。そのため事務効率が
上がったということではない。

 直営
（委託無）

終期

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

相談件数
(件)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

20 156 146 10 811 967 48,350

事業
内容
・

活動
手段 20 903

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

市民

市内小中
学校の数
(校)

廃止予定
の有無

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民一人ひとりに人権尊重の
理念を普及し、人権尊重の理
解を深める

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

対象 外部評価

廃止予定
の有無

20 141 141

人権擁護委員と連携し、市内
小中学校の児童、生徒を対象
に人権週間市民のつどい、人
権の花運動、人権メッセー
ジ、人権作文等の事業を実
施。上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

357 1,929

14 238

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

達成度 　

2,131

①資料展
「戦争と人々の暮らし」
②「平和の千羽鶴」
　市民の協力により作成した
「平和の千羽鶴」を広島市・
長崎市へ送る。平成２７年度
は約５万羽。

1,896

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

・より多くの市民に、平和の
尊さを意識してもらう。
・平和意識の醸成を図る。

小平市

166 1,965

153

25,27484

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

29年度の方向性 現状維持

　― 84 140 140 1,918 2,058 24,641

説明：「平和の千羽鶴」については、よ
り少ない人件費による実施に取り組んで
いる。
　また、現行の２事業とは別に、ゼロ予
算による平和意識の向上を図る事業を更
に検討していく。

総合評価（課題・方向性）：事業効果
を高めるためにも、今後も啓発活動や
事業内容などの周知に努める。
　平成22年6月1日より平和首長会議に
加盟しており、ゼロ予算により、平和
意識の一層の醸成に向けて事業を推進
していく。

事業
内容
・

活動
手段 85 153

　

02-01-04

総務課
庶務担当

東久留米市平和事
業

市民

（施策成
果アン
ケート調
査報告
書）過去
一年間に
平和につ
いて考え
たことが
ある数
（％）

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある

東村山市 清瀬市 西東京市

2,049

（施策成
果アン
ケート調
査報告
書）過去
一年間に
平和につ
いて考え
たことが
ある数
（％）

24,189

効率性 3

説明：毎年度、資料展１回、平和の千羽
鶴１回を実施している。

166

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

行政
補完的

政策的

東久留米市


